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当面の雇用課題に関する緊急要請

米国に端を発した世界的な金融危機は、実体経済に影響を及ぼし、世界同時不況の様相を呈するなど、1930年代の世界恐慌以来最も深刻な経済状況に陥っています。日本国内では、急激な円高と株安のもと、世界的な景気後退等による外需の減少、物価の高止まりと家計の改善の遅れによる内需と地域経済の低迷、さらに雇用情勢も厳しさを増しています。

とりわけ深刻なのが、非正規労働者の雇用問題です。派遣労働者の契約打ち切りや期間工など有期契約労働者の雇い止めなどが頻発し、製造業では、数百人、数千人単位での派遣契約の打ち切りが報じられています。今後もさらに派遣労働者の契約打ち切りや雇い止めが懸念されるところです。また、新規学卒者の採用内定取り消し事例も散見されるところです。
このような状況は大阪でも例外ではなく、連合大阪においても過日実施しました特別相談電話にも多くの深刻な相談が寄せられました。
　雇用の維持・安定は、社会と企業にとって極めて重要な課題であるとの認識のもと、以下の点について要請いたしますので、よろしくご対応方お願いいたします。

記

１．雇用維持について
　非正規労働者の中途解除、雇止め等について会員企業に対して以下の事項に関する理解と協力を求めて頂きたい。
(1)企業の雇用責任の観点から、雇用調整助成金の活用等により、非正規労働者も含めて雇用維持をはかること。
(2)労働者派遣契約や請負契約について、中途解除は極力避けるとともに、派遣労働者や期間従業員について安易な雇止めを行わないこと。
(3)派遣先は労働者派遣契約を解除する場合は、「派遣先が講ずべき措置に関する指針」に沿って、就業先のあっせんを行う等新たな就業機会の確保を図るとともに、これができないときには、少なくとも30日前に予告するか30日分以上の賃金相当額の損害賠償を行うこと。
(4)派遣元は労働者派遣契約の解除が行われた場合は、「派遣元事業主が講ずべき措置に関する指針」に沿って、派遣労働者の新たな就業機会の確保を図るとともに、やむなく解雇する場合には解雇予告手当の支払い等使用者責任を果たすこと。
(5)やむを得ず契約解除、解雇・雇止めを行う場合でも、派遣労働者等が住宅の困窮に陥らないよう、社宅や寮の提供等の配慮を行うこと。
(6)新規学卒者の採用内定については、安易に取消を行わないこと。
２．雇用保険法の改正等について
　雇用保険法の改正等について、連合が政府等に要請している以下の事項について、ご理解を頂きくとともに、貴会からも国に対して要請頂きたい。
(1)　雇用保険法の見直しにあたっては、雇用保険の国庫負担は堅持し、すみやかに本則４分の１に戻すこと。また、現下の雇用・失業情勢を鑑みて、雇用保険料率および雇用保険二事業に関する料率は引き下げを行わずに、非正規等の雇用対策に活用すること。
(2)　雇用保険の被保険者要件の「１年以上の雇用見込み」は要しないものとし、また、雇止めに伴う失業者は、特定受給資格者とするなど、雇用保険制度がすべての労働者にとってのセイフティネット機能を果たすものとなるよう改正すること。
(3)　法令遵守の観点から、非正規労働者の社会・労働保険の加入の徹底をはかること。
以　　上　






















